○○自主防災組織規約(例)
（名　称）

第１条　この組織は、○○○自主防災組織（以下「本組織」という。）と称する。

（活動拠点）

第２条　本組織の活動拠点は、○○集会所に置く。

（目　的）

第３条　本組織は、住民の隣保協同の精神に基づく自主的な防災活動を行うことにより、地震その他の災害（以下「地震等」という。）による被害の防止及び軽減を図ることを目的とする。

（事　業）

第４条　本組織は、前条の目的を達成するため次の事業を行う。

（１）防災に関する知識の普及

（２）地震等に対する災害予防対策
（３）防災訓練の実施

（４）地震等発生時における情報の収集・伝達、出火防止・初期消火、避難誘導、救出・救護及び給食・給水等の活動
（５）防災資機材等の備蓄及び整備
（６）他の組織との連携

（７）その他、本組織の目的を達成するために必要な事項

（会　員）

第５条　本組織は、○○の世帯をもって構成する。

（役　員）

第６条　本組織に次の役員を置く。

（１）防災委員長　　　　１名

（２）防災副委員長　　　○名

（３）防災班長　　　　　○名
（４）会計　　　　　　　○名

（５）監査役 　　　　　 ○名

２　役員は、会員の互選による。

３　役員の任期は○年とする。ただし、再任することができる。

（役員の責務）

第７条　防災委員長は組織を代表し、平常時の活動及び地震等発生時における活動の指示を行う。

２　防災副委員長は、防災委員長を補佐し、防災委員長不在時はその職務を代行する。

３　各班長は、防災委員長の命を受け、平常時の班活動及び地震等発生時における班活動の細部について指示する。

４　会計は、防災委員長の命を受け、本組織の会計をつかさどる。

５　監査役は、組織の会計を監査する。

（会　議）

第８条　本組織の会議は、総会及び役員会とする。

（総　会）

第９条　総会は、全防災委員をもって構成する。

２　総会は毎年１回開催する。ただし、特に必要がある場合は臨時に開催するこができる。

３　総会は、防災委員長が招集する。

４　総会は、次の事項を審議する。

（１）規約の改正

（２）事業計画
（３）防災計画の作成及び改正
（４）予算及び決算

（５）その他、特に必要と認める事項
５　総会は、その付議事項の一部を役員会に委任することができる。

（役員会）

第10 条　役員会は、防災委員長、防災副委員長及び防災班長によって構成する。

２　役員会は、次の事項を審議、実施する。

（１）総会に提出すべき事項
（２）総会から委任された事項
（３）その役員会が特に必要と認めた事項
（防災計画）

第11 条　本組織は、地震等による被害の防止及び軽減を図るため、防災計画を作成する。

２　防災計画は、次の事項について定める。

（１）組織の編成及び任務分担

（２）防災知識の普及・啓発

（３）災害危険箇所の把握

（４）防災訓練の実施

（５）防災用資機材の備蓄及び管理

（６）地震等発生時における情報の収集・伝達、出火防止・初期消火、避難誘導、救出・救護及び給食・給水等
（７）その他必要な事項

（経　費）

第12 条　本組織の運営に要する経費は、○○自治会の支出金、その他の収入をもってこれに充てる。

（会計年度）

第13 条　本組織の会計年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１ 日に終わる。

（会計監査）

第14 条　会計監査は、毎年1 回監査役が行う。ただし、必要がある場合は、臨時にこれを行うことができる。

２ 監査役は、会計監査の結果を総会に報告しなければならない。

附　則

この規約は、令和　　年　　月　日から施行する。

○○○自主防災組織防災計画(例)
第１　目　的

この計画は、○○○自主防災組織の防災活動に必要な事項を定め、もって、地震その他の災害による人的・物的被害の発生及び拡大を防止することを目的とする。

第２　計画事項

この計画に定める事項は、次のとおりとする。

１　平常時の活動

（１）防災に関する知識の普及・啓発
（２）災害危険個所の把握
（３）防災訓練の実施

（４）防災資機材の備蓄及び管理
２  災害時の活動

（１）災害情報の収集、伝達及び市などの防災関係機関との情報交換
（２）出火防止・初期消火
（３）責任者等による避難誘導
（４）救出・救護

（５）給食・給水、救援物資配布及びその協力

第３　防災組織の編成及び任務分担

災害発生時の活動を迅速かつ効果的に行うため、次のとおり防災組織を編成する。

　　【組織図・役割分担】







第４　防災知識の普及・啓発

地域住民の防災意識を高揚するため、次により防災知識の普及・啓発を行う。

１　普及・啓発事項

（１）防災組織及び防災計画
（２）地震、火災、水害等についての知識
（３）各家庭における防災上の留意事項
（４) 地震発災後72時間における活動の重要性
(５) 食料等を３日分確保することの重要性 

（６）その他防災に関する事項
２　普及・啓発方法

　　防災知識の普及・啓発方法は、次のとおりとする。

（１）広報紙、パンフレット、ポスター等の配布
（２）研修会、講演会、映画会等の開催
（３）パネル等の展示
３　実施時期

防災の日、火災予防運動期間等防災関係諸行事の行われる時期に行うほか、随時実施する。

第５　地域の災害危険箇所の把握

　    災害予防に資するため、地域内の防災上問題となる箇所について、次により把握を行う。

　　１　把握事項

　　　　把握事項は次のとおりとする。

（１）危険地域、区域等

（２）地域の災害履歴、災害に関する伝承

　　２　把握の方法

　　　　災害危険の把握方法は、次のとおりとする。

（１）地域防災計画

（２）地域内の安全確認、安全点検
（３）災害記録の編纂

第６　防災訓練

大地震等の災害に備えて情報の収集・伝達、出火防止・初期消火、避難誘導、救出・救護及び給食・給水等が迅速かつ的確に実施できるように、次の防災訓練を実施する。

１  訓練の種別

訓練は、個別訓練・総合訓練、体験イベント訓練及び図上訓練とする。

２  個別訓練の種類

（１）情報収集・伝達訓練

（２）消火訓練

（３）避難誘導訓練
（４）救出・救護訓練
（５）給食・給水訓練

３  総合訓練

総合訓練は、個別訓練によって習得した知識、技能をもとに、２つ以上の個別訓練を合わせて実施し、総合的な防災能力の向上を目指す訓練
　　４　体験イベント型訓練

　　　　防災と直接には関連しないイベント等に防災要素を組み込んで行う訓

　　　練
　　５　図上訓練

　　　　図面等を活用して実際の防災活動を図面上で実施し、活動手順等を確認する訓練
　　６　訓練実施計画

　　　　訓練の実施に際しては、その目的、実施要領等を明らかにした訓練実施計画を作成する。

７　訓練の時期及び回数

訓練は、事業計画に基づき実施する。

第７  情報の収集及び伝達

被害状況等を正確かつ迅速に把握し、適切な防災活動を実施するため、次により、情報の収集、伝達を行う。

１  情報の収集及び伝達

地域内の災害情報、防災関係機関、報道機関等の提供する情報を収集するとともに、必要と認める情報を地域内住民、防災関係機関等に伝達する。

２  情報の収集及び伝達の方法

情報の収集及び伝達は、安全・安心メール、インターネット、電話、テレビ、ラジオ、ケーブルテレビ、防災行政無線、伝令等による。

第８  出火防止及び初期消火大規模災害時の消防活動

１  出火防止

大地震発生時等においては、火災の発生が被害を大きくする主な原因であるので、出火防止の徹底を図るため、毎月１日を「防災の日」とし、主として次の事項に重点におき、各家庭における出火防止対策を指導する。

（１) 火気使用設備器具の整備及びその周辺の整理整頓状況

（２）可燃性危険物品等の保管状況

（３）消火器等消火資機材の整備状況

（４）その他建物等の危険箇所の状況

２  初期消火対策

地域内に火災が発生した場合、迅速に消火活動を行い、初期消火ができるように消火資機材を配備する。

（１) 消火器、水バケツ等の各家庭への配備

（２）地震等が発生した際、住民相互に協力して、出火防止を呼びかけ、初期消火に努める。

第９  避難誘導

災害の拡大等により、地域住民の人命に危険が生じ、または生ずるおそれがあるときは、次により、避難誘導を行う。

１  避難誘導の指示

防災委員長は、ただちに避難誘導班長に対し避難誘導の指示を行う。

２  避難誘導

避難誘導班長は、防災委員長の避難誘導の指示に基づき、住民を近くの安全な場所に誘導する。

３  避難場所

（１）自宅近くの安全な場所

（２）一時避難場所　　○○○広場

（３）市指定避難場所　○○○公園

４  災害時要援護者の緊急避難

高齢者、障害者、子ども等災害時要援護者は、平常時から把握しておき、災害時には、いち早く安全な場所に避難させる。

５  避難にあたっては、非常持出品、生活必需品、食糧及び飲料水を持って避難させる。

第10 救出・救護
１  救出・救護活動

建物の倒壊、落下物等により救出、救助を要する者が生じたときは、ただちに救出・救護活動を行う。
この場合、現場付近の者は救出・救護活動に積極的に協力する。

２  医療機関等への搬送

負傷者が医師の手当てを要すると認めたときは、医療機関又は防災関係機関が設置する応急救護所に搬送する。

３  防災関係機関の出動要請

防災関係機関による救出を必要とすると認めたときは、防災関係機関の出動を要請する。

第11  給食・給水

避難場所等における給食・給水は、次により行う。

１  給食の実施

市から配布された食料、地域内の家庭等から提供を受けた食料又は炊き出し等により給食活動を行う。

２  給水の実施

市から提供された飲料水、水道、井戸等により確保した飲料水により給水活動を行う。

第12　災害時要援護者対策

　　１　災害時要援護者台帳・マップ等の作成

　　　　災害時に避難に時間を要する災害時要援護者の避難状況を把握するた　　　　

　　　め災害時要援護者台帳等を作成し、行政、民生委員等と連絡を取りあっ　

　　　て定期的に更新する。

　　２　災害時要援護者の避難誘導、救出・救護方法等の検討

　　　　災害時要援護者に対する円滑な避難誘導や効果的な救出・救護活動について予め検討し訓練に反映させる。

第13 他組織との連携

防災訓練や災害時の活動については、他の自主防災組織や事業所、災害ボランティア団体等と連携を図るものとする。

第14 防災資機材等

防災資機材等の管理に関しては、次により行う。

　　１　配備計画

　　　　防災資機材の種類と保管場所は別紙のとおり。

　　２　定期点検

　　　　毎年○月第１○曜日を全資機材の点検日とする。

○○自主防災組織委員名簿（例）
令和　　年　　月　日現在

	役職名
	氏　　　名
	住　　　　所
	電話番号
携帯アドレス
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